
                                       

 

 

今後の医師養成の在り方と地域医療の確保に関する意見 
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１．基本的な考え方について 

 

専門医制度は、「プロフェッショナル・オートノミー」の考え方に

基づいて、医師の資質の向上のため、医師自らが設計や運営を行う

ものである限りは、職能集団の私的な取り組みと考えられ、そのよ

うな医師自らの取り組みについて、公の介入は原則として行うべき

でないと考えます。 

しかし、専門医制度を導入するに当たり、制度の設計・運営の内

容次第で、地域医療の確保に多大な影響が生じうる可能性がある場

合は、医師偏在への対策を含めた地域医療の確保に関する観点から、

公の介入が必要になるものと考えます。 

本検討会の専門医制度の主要なテーマは、プロフェッショナル・

オートノミーの領域に属する医師の資質の向上と、行政が責任を負

うべき地域医療の確保について、どのように知恵を出して両立を図

るかという点にあると考えます。 

 

２．地域医療の確保に関する懸念について 

 

 専門医制度の実施に伴い、医師偏在を助長させる懸念等について、

全国市長会からの意見が提出されており、私も同様の懸念を持って

おります。 

しかし、残念ながら、資料１の２７ページに示された３つの論点

では、医師偏在への有効な対策が十分でないと考えます。    

 例えば、都道府県内の偏在に関して、整備指針によれば、専門医

機構は、研修プログラムの認定にあたり、地域医療の影響の観点に

ついて、都道府県に協議することとなっていますが、ひとたび研修

プログラムが認定された後には、専門研修基幹施設に、医師の配置

を委ねることとなります。 
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専門医制度がプロフェッショナル・オートノミーに立脚する限り

は、地域の医師偏在に主体的な責任を持てるものとは考え難く、そ

の場合は、国と地方公共団体がしっかりと関与し、医師偏在の懸念

を払拭すべきと考えます。 

そのような観点から、専門医機構又は専門研修基幹施設が、専門

研修連携施設の医師配置の状況を含め、研修プログラムの運用状況

を各都道府県協議会に報告し、地域医療の確保の動向について情報

を共有し、必要に応じ、各都道府県が地域医療の確保の観点からの

意見を申し述べることができるものとするなど、継続的に地域医療

の確保が可能となる仕組みとするべきと考えます。 

また、都道府県間の偏在については、整備指針によれば、大都市

部の５都府県について定員の制限を設けた上で、地域偏在を助長す

るなど不都合が生じた場合には更に見直しを検討することとされて

いますが、その実効性について心配の種が残っており、医師偏在心

配性の我々に安心感を与える具体的治療方針を提供していただく必

要があると考えます。 

 

３．卒前を含む医師養成のあり方について 

 

本検討会では、「卒前・卒後の一貫した医師養成のあり方」がテー

マの一つとされています。 

卒前の教育は良き医師の育成に当たって極めて重要な課程です。

その時期には、終生に渡り患者と地域に最善の医療を提供し続けよ

うとする志を養生する教育が必要であり、良き医療人としての、技

だけでなく心を兼ね備えた医師を育成できるような、医学教育を確

立（今まではなかった）するべく、今後、本検討会においては、卒

前・卒後の一貫した医学教育について、省の垣根を越えた本格的な

検討を行うべきであると考えます。 

 

                  平成２９年４月２４日 


